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当健康保険組合では高額療養費および付加給付について、医療機関からの請求に基づき、診療報酬明細書ごとに原則自動処理（※1）を実施していますが、ここ最近、院外処方での高額合算についてのお問い合わせが増加しているため、以下のとおりお知らせいたします。
院外処方の場合、医療機関と調剤薬局から別々に診療報酬明細書が届くため合算されず、給付計算も別処理となり、70歳未満（※2）の方は院内処方の給付金と比較すると差が生じる場合があります。

そのため、高額療養費の申請手続きを行っていただくことにより、外来で受診した医療機関と院外処方の医療費を合算して給付を行います。
（※1） 中学校卒業年度末までの方は、自動処理対象外です。
（※2） 70歳以上の方の院外処方は、自動で合算されます。

	院内処方
	・診療を受けた病院内で薬を出してもらうこと。
・健康保険組合への診療報酬明細書は1枚で届くため、高額療養費等の計算は自動的に算定されます。

	院外処方
	・外来で診療を受けた病院で発行してもらった処方箋を調剤薬局に提出して薬を出してもらうこと。
・健康保険組合への診療報酬明細書は、医療機関と調剤薬局から別々に届くため合算されず、高額療養費等の対象外となる場合があります。



・個人単位で、診療月ごとに同一病院の通院（外来）で支払った医療費と、その際に発行された処方箋により調剤薬局で支払った薬剤費を合算して25,050円（※3）以上の場合です。

（※3） 付加給付の控除額は25,000円、控除後の金額が100円未満の場合は四捨五入になりますので、25,050円以上が対象です。

・健康保険特定疾病療養受療証をお持ちの方で、病院と院外処方により調剤薬局で支払った医療費を合算して10,000円（自己負担限度額が20,000円の方は20,000円）以上である場合です。


・合算は個人ごとです。家族で合算して25,050円以上であっても対象外です。
・合算できるものは保険診療分のみです。保険適用外の治療・薬剤等は合算対象外です。病院、調剤薬局発行の領収書等に記載されている「保険適用分」で計算してください。
・国や市町村等が実施している公費医療や、病院独自の減免制度を利用し医療費の助成を受けられる資格のある方は、そちらの制度が優先となります。

・支給を受ける権利の消滅時効は、診療月の翌月の1日（診療費の自己負担分を診療月の翌月以後に支払ったときは、支払った日の翌日）から２年となります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　阪急阪神健康保険組合

健保ホームページ　http://www.hankyu-hanshin-kenpo.or.jp
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